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皆様方には、平素より本会の業務運営並びに本県
の農業農村整備事業の推進につきまして、格別のご
支援とご尽力を賜りお礼申し上げます。

先の総会におきまして当会の会長の職をおおせつ
かりました。本年も役員、会員の皆様はもとより、
関係各位のご支援を得まして会の運営を行って参り
ますのでどうぞ宜しくお願いします。

さて、農業・農村は、安全で安心な食料を供給す
る場であるとともに、国土の保全、豊かな自然環境、
安らぎのある農村環境の形成などの多面的機能を有
しており、国民生活に大変重要な役割を果たしてお
ります。

国においては、新たな「土地改良長期計画」に基
づき、農業の競争力強化や国土強靭化等の施策を推
進しております。「農林水産業・地域の活力創造プラ
ン」では、農地中間管理機構による担い手への農地
集積・集約化、耕作放棄地の発生防止・解消等、ま
た更には高付加価値化・生産コスト削減に資する大
区画化と国土強靱化を踏まえた水利施設の整備等が

盛り込まれており「強い農林水産業」とともに「美
しく活力ある農山漁村」を実現するために取り組む
こととされています。

山梨県においても、今後新たな施策が取りまとめ
られると聞いております。現在、農業農村を取り巻
く状況は、高齢化、担い手の減少、耕作放棄地の増
大や鳥獣被害の増加、農産物価格の低迷等に対する
不安及び施設の老朽化など、厳しい状況が続いてお
り、このような時こそ、農業農村の将来像をそれぞ
れの地域で描き、解決策をひとつひとつ丁寧かつ確
実に実践していくことが重要であり、このことが地
域の活力の向上、強いては地方創生に繋がるものだ
と確信します。

本会といたしましても、国、県、市町村をはじめ
とする関係機関との連携を図り、会員の皆様方のニー
ズに応えられるよう農業農村の更なる振興と発展に
努めて参りますので、一層のご理解とご協力を賜り
ますようお願い申し上げます。

ごあいさつ

　　　　　　山梨県土地改良事業団体連合会

　　　　　　　　　会　長　　田 辺 　 篤
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青葉が目に眩しいこの頃、皆様には益々ご健勝のこ
ととお慶び申し上げます。  

本年度より山梨県農政部長を拝命しました坂内でご
ざいます。微力ながら、山梨農業の振興のため、現場
の声を大事にしながら各般の施策の着実な推進に努め
て参りますので、よろしくお願い申し上げます。

山梨県土地改良事業団体連合会及び会員の皆様方
には、日頃から農業振興の土台となる、農業農村整
備事業に深いご理解とご協力を頂き、厚く御礼申し
上げます。

さて、我が国の農業・農村は、農業粗生産額の低
下、農業従事者の減少など様々な課題に直面していま
すが、一方で農業分野は、医療分野、観光分野などと
並ぶ今後の成長分野のひとつとして位置付けられ、国
においてその振興方策の検討が進められています。具
体的には、「攻めの農林水産業」の展開に向けて、セ
ンシング技術やビッグデータの活用など先端技術の導
入による生産性の向上や担い手への農地集積・集約化
を更に促進するための農地バンクの機能強化が重点課
題と掲げられているところであります。

また、政府の「未来投資戦略」の中でも、農林水産
物の輸出額一兆円の実現に向けた取り組みとして、海
外のニーズに対応したグローバル産地の形成、スマー
ト農業の実現などを掲げ、力強く進めていくこととさ
れております。

今後、具体的な施策が取りまとめられる見込みです
が、県としても、国の方針や施策と連動しながら、本
県農業・農村の振興策を着実に推進し、農家が誇りと
希望を持って生産活動に取り組むことにより「農業所
得の増大」につながるよう努めて参ります。

具体的には、本年度も引き続き、①担い手の確保・

育成、②多様な担い手への農地集積の促進、③農業の
６次産業化、④スマート農業の推進等に取り組んで参
りますが、足腰の強い農業・農村を構築するためには、
何よりも生産基盤と生活環境の整備が大切です。

国でも平成 30 年度補正予算や 31 年度当初予算に
おいて、農業競争力の強化に向けた生産基盤の整備、
農村地域の防災・減災対策整備に重点を置いた予算が
計上されており、平成 30 年度補正予算と 31 年度当
初予算を合わせますと、21 年度の当初予算を大きく
上回る規模となり、改めて農業農村整備事業の役割が
評価された内容となっております。

本県においても農業農村整備事業の推進に当たって
は、農家や土地改良区はもとより市町村、農業団体と
連携を図りながら、樹園地の再編整備、省力化・効率
化を促進する基盤整備、鳥獣害防止柵の整備などを重
点項目に据えて事業の実施を図り、農業競争力強化に
向けた農業・農村の振興に努めて参ります。

また、東日本大震災や西日本豪雨災害を教訓として、
防災・減災の観点から、公共施設の補修と補強は着実
に進めなければならない対策であり、特に、農業用た
め池の下流域及び周辺住民の安全の確保に向けた耐震
対策、老朽化対策や農道、橋梁等の耐震対策について
は、継続的な整備を進めて参ります。

こうした防災・減災対策事業の円滑な推進を含め、
農業農村整備事業の的確な実施を図っていくために
は、山梨県土地改良事業団連合会及び会員の皆様のお
力添えが何よりも必要です。皆様方の更なるご支援、
ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

最後に、山梨県土地改良事業団体連合会の益々のご
発展と、会員の皆様の一層のご健勝とご活躍を祈念し、
新年度のご挨拶とさせていただきます。

平成31年度を迎えて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山梨県農政部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部　長　　坂
ばん

内
ない

　啓二
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新緑の季節を迎え、山梨県土地改良事業団体連合

会の会員の皆様にはますますご清栄のこととお喜

び申し上げます。皆様には、土地改良事業の推進に

多大なるご尽力頂いていることに、深く敬意を表し

ます。

私は、昨年１月に全国水土里ネット会長会議顧問

を仰せつかり、北海道から沖縄まで　各地の状況を

この目で見させていただき、土地改良関係の皆様の

ご意見をこの耳で拝聴し、また、私の考えである「土

地改良は未来への礎」をこの口で伝えさせていただ

きました。山梨県についても、県内各地を訪ね、皆

様から地域の課題やご意見を頂きました。

この１年余り活動を通じて、様々な課題がある中、

土地改良を推進し、それぞれの地域の農業農村を守

り、発展させていこうという全国の皆様の熱い思い

を更に感じ、皆様の思いを国政という舞台で政策に

反映させねばならないと決意を新たにしているとこ

ろです。

我が国には、北から南まで、平坦地から中山間地

域まで、それぞれの特色を生かした多様な農業が展

開されています。それら農業を支える土地改良も様々

な形があります。山梨県においても、様々な県土条

件の下で、限られた農地を最大限活用し、日中の気

温差や日照を生かした果樹、冷涼な気候を生かした

高原野菜、清流と土壌を生かした米作りなど、多様

な農業が展開されています。そして、これらは地域

農業の発展を期して、地域ごとの自然条件を克服す

るため、長年にわたって先人が土地改良に傾けた努

力の賜物であり、また、今後も山梨県農業の発展の

ために土地改良の推進が不可欠です。

「闘う土地改良」を旗印に予算の回復、安定した

確保はもちろんですが、それぞれの地域の実情に合っ

た土地改良の推進を更に図っていかなければなりま

せん。

そのためには、土地改良を支えていだだいている「ひ

と」も重要です。施設の維持管理、水管理を行う土地

改良区のご尽力が欠かせません。また、土地改良区

の取組を支える本連合会の役割も極めて大きいもので

す。このような「農地と水」、「農業農村」に関係する

「ひと」、組織が更にご活躍をいただくための環境整備

を進めていくことも重要だと考えています。

まもなく私たちは、新たな時代、令和の時代を迎

えます。世界に誇る日本の農山漁村を、子供たち、

孫たちに引き継ぐとともに、若い人たちが農業を目

指して飛び込んでこられるような農業を実現し、新

しい時代の日本の未来への礎を築いていかねばなり

ません。私は、地域と国政をつなぐパイプ役として、

土地改良を前に進めていくために全力を尽くす覚悟

です。皆様におかれましては、私の活動に対するご

理解と力強いご声援をお願い申し上げます。

結びに、山梨県土地改良事業団体連合会の益々の

ご発展、会員の皆様のご健勝を祈念いたしまして、

新年度のご挨拶とさせていただきます。

土地改良は未来への礎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全国水土里ネット会長会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　顧　問　　宮崎まさお
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第 61 回通常総会並びに第 60 回土地改良功労者表

彰式を 3 月 27 日（水）午後１時 30 分よりセレス甲

府において行いました。

保坂武会長の挨拶の後、多年にわたり土地改良事

業の業務成績が優秀な、土地改良事業にご尽力して

いただいた市職員、土地改良区役員へ表彰状及び記

念品が贈呈されました。また、土地改良事業の推進に

永年ご尽力をいただいた本会職員、県職員、永年勤

続されました本会職員に感謝状を贈呈致しました。

吉原副知事 祝辞 永井議員 祝辞 宮崎顧問 祝辞

保坂会長 挨拶

表彰式終了後、来賓祝辞として吉井美幸副知事、

県議会より永井学農政産業観光委員長、田中龍太関

東農政局次長、よりいただきました。また、都道府県

土地改良事業団体連合会会長会議顧問宮崎雅夫氏が

農業農村整備事業予算等をまじえて挨拶を行いまし

た。併せて二階俊博全国土地改良事業団体連合会会

長、全国土地改良事業団体連合会会長会議顧問進藤

金日子参議院議員及び県選出国会議員の皆様からの

祝電を披露しました。

第61 回通常総会
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加藤前専務理事 感謝状贈呈

横森穂坂双葉畑かん土地改良区理事長 感謝状贈呈

故　野田前総括監事令室 感謝状贈呈

■団体の部
　本年度該当なし

■個人の部（順序不同）

　横森宏尹　穂坂双葉畑かん土地改良区　理事長

　　　　　　茅ケ岳土地改良区連合　理事

　齋藤征紀　四ケ村堰土地改良区　副理事長

　丸山勝之　山梨市役所　農林課　副主査

■感謝状贈呈者（土地改良連合会役員関係）

　加藤　啓　前 専務理事

　故　野田正資　前 総括監事

■感謝状贈呈者（山梨県農政部関係）

　田口喜三也　山梨県出納局　工事検査監

■感謝状贈呈者（土地改良連号会関係）

　五味　司　事業部事業課　課長補佐
　窪田昌幸　総務部総務課　副主幹

第60 回土地改良功労者表彰並びに感謝状贈呈

提出議案

第1号議案　平成29年度事業報告・収入支出決算並びに
財産目録の承認について

第2号議案　平成30年度事業中間報告について　
第3号議案　平成30年度収入支出補正予算について
第4号議案　平成31年度事業計画について
第5号議案　会費の賦課徴収方法並びに受託料算定基準

について
第6号議案　平成31年度役員報酬について
第7号議案　平成31年度収入支出予算について
第8号議案　一時借入金の限度額並びに借入方法につい

て
第9号議案　積立金の預入先について
第10号議案　定款の一部改正について
第11号議案　役員の選任について

表彰式終了後、総会議事に移り両村堰土地改良区

三井理事長を議長に選任、穂坂・双葉畑かん土地改

良区横森理事長、四ヶ村堰土地改良区小澤理事長を

議事録署名人、書記に本会職員２名を任命し議事に

入りました。

第１号議案から第 10 号議案まで承認されました。

第１１号議案で任期による役員選任を議題とし、規

約第 16 条により詮衡委員会を開催し理事 12 名、監

事３名が推薦され満場一致で承認され、別途開催の

役員会において互選の結果、平成 31 年度より田辺篤

甲州市長が本会の会長に就任されました。
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地域の振興にご尽力賜りたいと賛辞を述べられました。

来賓祝辞として吉川農水大臣、都道府県土地連会長会

議顧問進藤金日子参議院議員、都道府県土地連会長会

議顧問宮崎まさお氏よりをいただきました。

全国水土里ネット表彰式

向って左（２名） 西澤堰土地改良区、右 土地連 竹川部長

西村副会長（石川県土地連副会長）挨拶

二階会長挨拶

山梨県関係の団体、個人の受賞者
第 60 回全国土地改良功労者表彰
■団体の部
銀章表彰
　西澤堰土地改良区（理事長　植松　実）

■個人の部
　山梨県土地改良事業団体連合会　事業部長　竹川史人

全国土地改良事業団体連合会　　第 ６１ 回通常総会

通常総会終了後、東京都シェーンバッハ・サボーに

おいて「第 60 回全国土地改良功労者表彰」「農業農

村整備優良地区コンクール表彰」「21 世紀土地改良区

創造運動表彰」が行われ、本県からも２名が受賞され

ました。

表彰式には農林水産省から、吉川農林水産大臣、

室本農村振興局長、太田同局次長ら幹部また、全国

土地改良事業団体連合会会長会議顧問進藤金日子参

議院議員、全国土地改良事業団体連合会会長会議顧

問宮崎まさお氏が出席されました。

全国水土里ネット二階会長は挨拶の中で表彰者の

功労、栄誉を称え、今後とも土地改良事業の推進と

全国土地改良事業団体連合会第 61 回通常総会が去

る 3 月 26 日東京都平河町都市センターホテルにおい

て、各都道府県の水土里ネット会員出席のもと開催さ

れました。

西村全土連副会長挨拶の後、議事が行われ平成 29

年度収入支出決算、平成 30 年度一般会計収入支出補

正予算、平成 31 年度事業計画並びに一般会計収入支

出予算等提出議案について審議が行われ、すべて原

案とおり議決された。

また第 13 号議案では任期満了に伴う役員の改選が

行われ、二階俊博会長理事が再任されました。
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新役員紹介　（任期２年）平成31年4月1日〜令和2年3月31日

会　長
（甲州市市長）

田 辺 　 篤【再任】

副会長
（韮崎市市長）

内 藤 久 夫【再任】

副会長
（笛吹市市長）

山 下 政 樹【再任】

専務理事
（学識経験者）

渡 邊 祥 司【再任】

理　事
（甲斐市市長）

保 坂 　 武【再任】

理　事
（中央市市長）

田 中 久 雄【再任】

理　事
（都留市市長）

堀 内 富 久【再任】

理　事
（北杜市市長）

渡 辺 英 子【再任】

理　事
笛吹川沿岸土地改良区理事長

（山梨市市長）
高 木 晴 雄【再任】

理　事
（南部町町長）

佐 野 和 広【再任】

理　事
（富士川町町長）

志 村  学【再任】

理　事
（小菅村村長）

舩 木 直 美【再任】

総括監事
（上野原土地改良区理事長）

奈 良 明 彦【再任】

監　事
（楯無堰土地改良区理事長）

今 村 正 城【再任】

監　事
（徳島堰土地改良区理事長）

藤 原 芳 洋【新任】
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山梨県農政部人事
　平成31年4月1日付、県職員人事異動が発令されました。
　農政部及び、各農務事務所の幹部職員は次のとおりです。

農政部
　　　　部　長			   坂内　啓二
　　　　理　事			   土屋　重文
　　　　次　長			   上野　　睦
　　　　次　長 （農政総務課長）	 大久保雅直
　　　　技　監			   依田　健人
　　　　技　監			   清水　一也
　　　　副参事			   福嶋　一郎
　　　　企画調整主幹		  勝俣　匡章
　　　　部付主幹			  斉藤　　茂
　　　　部付主幹			  渡辺　　茂
　　　　部付主幹			  茂手木　知
　　　　部付主幹			  菊島　　孝
　　　　部付主幹（農業振興公社）	 馬場　信吾

農政総務課
	 課　長	 大久保雅直
	 総括課長補佐	 入倉　俊郎
	 農政企画監	 功刀　　徹
	 指導検査監	 新井　康友
	 課長補佐	 新津　利恭
	 課長補佐	 高橋　一春
	 課長補佐	 熊王　広之
	 課長補佐	 齋藤　弘道

農村振興課
	 課　長	 上野　公紀
	 課長補佐	 依田　君子
	 課長補佐	 丸山　　誠
	 課長補佐	 斉藤　和司
	 課長補佐	 山本　裕之
	 課長補佐	 保坂　　淳

耕地課
	 課　長	 山田　英樹
	 総括課長補佐	 望月　英二
	 技術指導監	 浅川　一輝
	 課長補佐	 原田　　武
	 課長補佐	 流石　富夫
	 課長補佐	 小林　夕介

中北農務事務所
	 所　長	 八巻　武正
	 次長（事）	 野田　昌幸
	 次長（技）	 塩崎　鉄哉
	 担い手対策幹	 鈴木　幾雄
	 農村整備振興幹	 古屋　　泉
	 工事施工管理幹	 山本　林仁

峡東農務事務所
	 所　長	 武井　和人
	 次長（事）	 鈴木　昌樹
	 次長（技）	 岩間　　浩
	 担い手対策幹	 須田　寿一
	 農村整備振興幹	 保延　宏治
	 工事施工管理幹	 長田　剛英

峡南農務事務所
	 所　長	 小林　敏樹
	 次長（事）	 佐藤　　治
	 次長（農村整備振興幹事務取扱）
　　　　		 望月　　修
	 担い手対策幹	 齊藤　典義
	 工事施工管理幹	 向山　直樹

富士・東部農務事務所
	 所　長	 塩入　　栄
	 次長（事）	 志村　一明
	 次長（技）兼担い手対策幹	 向山　一弘
	 農村整備振興幹	 藤巻　慎司
	 工事施工管理幹	 古屋　　勝

退職者
　平成 30 年度をもちまして退職された方です。

《農政部関係》　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	 山梨県出納局工事検査監	 田口喜三也

■平成31年度人事
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事　　項
30 年度

予算額

31 年度概算決定額
30 年度

補正追加額
（1 次・2 次）

Ｄ

合計

Ｃ＋Ｄ

「臨時・特別の
処置」を除く

Ａ

「臨時・特別の
処置」

Ｂ

概算決定額

Ｃ = Ａ＋Ｂ

農業農村整備事業（公共） 3,211 3,260 511 3,711 1,413 5,184 
（101.5%） （117.5%） （161.5%）

農業農村整備事業関連事業（非公共） 499 508 ━ 508 40 548 
（101.8%） （101.8%） （109.9%）

　農地耕作条件改善事業

　農業水路等長寿命化・防災減災事業

農山漁村地域整備交付金（公共）
　　　（農業農村整備分）

639 650 35 685 35 720 
（101.7%） （107.1%） （112.6%）

計

4348 4,418 546 4,963 1,488 6,451 
（101.6%） （114.1%） （148.4%）

　
　
　
　
　  

参
　
　
考

その他関連（公共） 115 119 5 124 592 716 
（108.0%） （625.0%）

　海岸事業（農地海岸） 33 36 5 41 5 46 

　災害復旧事業等（農地・農業施設等） 82 83 ━ 83 587 670 

その他関連（非公共） 64 76 ━ 76 ━ 76 
（118.8%） （118.8%）

　農家負担金軽減支援対策事業
　受託工事等実施費

参考を含む合計 4,526 4,612 551 5,163 2,080 7,242 
（101.9%） （114.1%） （160.0%）

｛ ｛

｛ ｛

｛ ｛

「臨時・特別の処置を除く」　 5,905​　　　　　 
    　　　　　　　　　 　（135.8%）

（注）	 １．計算は四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。
	 ２．下段 (  ) 書きは平成 30 年度予算額との比率である。									       
	 ３．平成 30 年度補正予算額は TPP 等関連対策及び重要インフラの緊急点検等を踏まえた防災・減災、国土強靭化のための緊急対策が対象。	
	 ４．農業農村整備関連事業（非公共）における平成 30 年度補正額は、中山間地域所得向上支援事業の基盤整備分である。		
	 ５．その他関連（非公共）については、農業農村整備事業を実施する上で関連する予算を計上。		
		   農家負担金軽減支援対策事業：土地改良事業等の農家負担金の軽減を図るための無利子貸付等の事業。
		   受託工事等実施費：国営土地改良事業による工事に関連し、共同事業として工事を実施するための経費等。

平成 31 年度農業農村整備事業関係予算の概算決定について

　平成 30 年 12 月 21日、平成 31 年度予算案が決定されました。

　農林水産省の予算総額は２兆4,315億円で前年比1,294億円増となりました。このうち農業農村整備予算は、

消費税対策の臨時予算 546 億円を含む 4,963 億円（前年比 114.1％）が計上され、平成 30 年度第２次補正予

算 1,488 億円と合わせ 6,451 億円となりました。

農業農村整備事業関係予算　概算決定の概要
（単位：億円）
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「臨時・特別の処置」補正当初
（億円）

5,820

3,131
2,825

2,187

5,902

4,224

3,781

4,810

5,772 5,800

6,451（+651）

5,905（+105）
（「臨時・特別の
 処置」を除く）

平成31年度
概算決定

平成30年度平成29年度平成28年度平成27年度平成26年度平成25年度平成24年度平成23年度平成22年度平成21年度

2,301

523

2,187

3,362

2,540

3,424

800

3,588

193

3,820

990

4,020

1,752

4,348

1,452

4,418

1,488

546

5,772

48

2,981

150

30 年度
当初

予算額

①

31 年度概算決定額

30 年度
補正

予算額

⑤

30 年度
補正予算額

+
31 年度

概算決定額

④ + ⑤
= ⑥

「臨時・特別
の処置」を

除く

②

「臨時・特別
処置の
処置」

③

概算
決定額

② + ③
= ④

対前年比
（％）

② / ①

対前年比
（％）

④ / ①

対前年比
（％）

⑥ / ①

農業農村整備事業

　国営かんがい排水 1,162 1,105 95.1% 121 1,226 105.5% 172 1,399 120.3%

　国営農地再編整備 221 289 130.8 ━ 289 130.8% 235 523 237.2%

　国営総合農地防災 265 264 99.8% 114 378 142.8% 97 474 179.4%
　直轄地すべり 10 2 19.5% ━ 2 19.5% ━ 2 19.5%

　水資源開発 72 71 99.5% 1 72 100.9% 1 73 102.2%

　農地競争力強化基盤整備 667 788 118.1% 75 863 129.3% 718 1,581 236.9%

　農村地域防災減災 528 443 83.9% 200 643 121.8% 190 833 157.7%

　土地改良施設管理 157 166 105.5% ━ 166 105.5% ━ 166 105.5%

　その他 128 132 102.9% ━ 132 102.9% ━ 132 102.9%

計 3,211 3,260 101.5% 511 3,771 117.5% 1,413 5,184 161.5%

（注）	 １．計算は四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。							     
	 ２．平成 30 年度補正額は TPP 関連対策及び重要インフラの緊急点検等を踏まえた防災・減災、国土強靭化のための緊急対策が対象。			 
	 ３．その他には後進地域開発特例法適用団体土地改良等関係開発指定事業補助率差額金を含む。	
	 ４．国営総合農地防災には土地改良施設突発事故復旧事業（直轄）、農村地域防災減災には土地改施設突発事故復旧事業（補助）を含む。			 
				  

農業農村整備事業の概要

農業農村整備事業予算の推移

（単位：億円）
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監事会

総括監事

総務部

総務課

総務・契約担当

理事会

総　会

会　長

副会長

専務理事   渡邊祥司

事務局長   堀口　徹

事業第一担当

事業部

事業課

事業第二担当

受益農地管理強化委員会

管理運営体制強化委員会

事業第三担当

部　長　　堀口　徹

課　長　　萩原丈巳

リーダー  橘田昌裕

主　任
専門員　　

松下真悠子
保坂　衛

事業第一課長　清水道浩 事業第二課長　五味　司

課長補佐
リーダー
　

降旗 宏至

主　任　　秋山真吾
技　師　　前田祐希
専門員　　竹川史人

　
　

リーダー　　水川 一成

主　任　　中山伊智郎
技　師　　山本英希
専門員　　根岸利文

リーダー　河野英司

副主幹　　窪田昌幸
技　師　　中澤大輔
技　師　　樋川悠作

事業第四担当

リーダー　熊王広幸

主　事　　大柴英理香
技　師　　竹田圭佑
専門員　　髙橋一郎

部　長　　清水浩樹

次長（県出向）
　　　　　高瀬　建

指導監　　深澤雅志
　（企画調整監兼務）

  担　当　　指導監

  担　当　　指導監

（総務部長事務取扱）

　

山梨県土地改良事業団体連合会  機構図
平成 31 年 4 月 1 日 現在

農業農村
     整備事業は

● 調査設計・測量

● 換地確定測量

● 農業集落排水事業

● 水土里情報システム

山梨県土地改良事業団体連合会へ

とは

……農業用水、地域用水などを意味

……土地、農地、土壌などを意味

……農村空間、農家や地域住民が一体
　　となった空間などの意味
……豊かな自然環境や美しい景観を意
味し、おいしい水、きれいな空気な
ど清廉なイメージを表現

とは

……農業用水、地域用水などを意味

……土地、農地、土壌などを意味

……農村空間、農家や地域住民が一体
　　となった空間などの意味
……豊かな自然環境や美しい景観を意
味し、おいしい水、きれいな空気な
ど清廉なイメージを表現

については以下のような意味合いを
包含しており、将来に向けた役割と
姿を表現

〈　　　　　　〉とは
……農業用水、地域用水などを意味

……土地、農地、土壌などを意味

……農村空間、農家や地域住民が一体
　　となった空間などの意味
……豊かな自然環境や美しい景観を意
味し、おいしい水、きれいな空気な
ど清廉なイメージを表現

農業用水、市域用水などの意味

土地、農地、土壌などの意味
農村空間、農家や地域住民が一体と
なった空間などの意味
豊かな自然環境や美しい景観を意味
し、おいしい水、きれいな空気など
を清廉なイメージを表現

■地球 10周分の水路ネットワーク
全国の 40万 Kmに及ぶ水路等のネットワークによって農
村の健全な水環境を形成し、農地を潤すことにより、安全
で安心な「食」と「農」の基盤づくりを担うとともに、こ
れらが国民共有の財産である美しい農村の基盤ともなって
いる役割を地域及び国民にアピール

■農家、地域住民等のネットワーク
人、物、情報のつながりにより、農家のみならず地域住民
や都市住民と連携（ネットワーク）して、「水」「土」「里」
を創造し、都市と農村の共生・対流を促進

■資源循環のネットワーク
農村で発生する有機性資源（集落排水汚泥等）の産地への
還元など、廃棄物のリサイクルによる資源循環を通じ、環
境型社会の構築への取り組みを促進


